
SEM001141014 IGPI All Rights Reserved 

地方創生と生産性＆賃金向上の課題 

2014年10月14日（火） 
株式会社経営共創基盤 
代表取締役CEO 冨山和彦 



IGPI All Rights Reserved SEM001141014 - 1 - 

産業構造が大きく異なるGとLの経済圏が存在。 
雇用は長期的にはGは漸減傾向であるのに対し、Lは増加傾向・労働力不足が深刻化。 

2014/9/19 総理説明資料より抜粋 
（第1回まち・ひと・しごと創生会議 説明資料） 
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Lの労働力不足を解消するためには、「労働生産性≒賃金」の持続的上昇が必須 

2014/9/19 総理説明資料より抜粋 
（第1回まち・ひと・しごと創生会議 説明資料） 
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しかしながら日本の生産性は、欧米諸国と比較しても低水準 

2014/9/19 総理説明資料より抜粋 
（第1回まち・ひと・しごと創生会議 説明資料） 
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分野別に見ても、ほぼ全ての分野で生産性が低いことがわかる（対米比） 

2014/9/19 総理説明資料より抜粋 
（第1回まち・ひと・しごと創生会議 説明資料） 



IGPI All Rights Reserved SEM001141014 

-10%

0%

10%

20%

2010 2011 2012 2013 2014

2014/1/1 現在 

経営共創基盤 

100%出資 

みちのり 
ホールディングス 

車両数 
（バス） 1,782台 

100%出資 

合計 

従業員数 3,463人 

関東自動車 
グループ 

420台 

839人 

○ 関東自動車 

○ 関東バス旅行社 

みちのりグループ 

車両数（他） 

福島交通 
グループ 

546台 

○ 福島交通 

○ 福島交通 

   観光 

 

891人 

6編成14両 
（鉄道） 

茨城交通 
グループ 

412台 

798人 

○ 茨城交通 

(観光事業含む) 

46台 
（タクシー） 

岩手県北
バス 

グループ 

218台 

492人 

○ 岩手県北 

   自動車 

○ 岩手県北 

   観光 

○ 浄土ヶ浜 

   ﾊﾟｰｸﾎﾃﾙ 

1隻 
（遊覧船） 

○ 会津乗合 

   自動車 

○ 会津バス 

   観光ATS 

 

会津バス 
グループ 

186台 

443人 

111台 
（タクシー） 
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みちのりグループ各社と経営支援の効果 

11％ 

グループ入り後4年間で、11％の賃金上昇 
経営支援の効果(1)：賃金の上昇 

賃金上昇率(2010年対比) 

経営支援の効果(2)：収益力の向上 

EBITDA（償却前営業利益） 

現在 
（2013/9期実績） 

関与前 
(震災前) 

13億円 

27億円 

設備投資額 

グループ入り後 
（2010～2013実績平均） 

14億円 

※ 震災前にグループ入りした福島・茨城・岩手の合算 
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運転士の年齢構成と事故率: 長期慢性的な運転士不足にどう対応するか？ 

運転士の平均年齢は約50歳 
高齢運転士の事故率低い。女性ドライバーも活躍。 
大型第2種免許は入社後に会社負担で取得させる採用方針 

 
年齢別事故率(福島交通) 

(大幅増加計画中) 

年齢構成別運転士数 
(単位：人) 

事故率とは、 

1人の運転士が1年間に 

1回事故を起こす確率 
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「地方創生」が持続的創生（地方の定住人口減少の持続的な歯止め）となるために 

基本的な問い：３要件をみたす「しごと」の持続的な創生につながるのか？ 

①「相応の賃金」のしごと ③「やりがい」のあるしごと 

各地域の生活実情の中で、子育て世代が子供2人
を無理なく育てられ、その気になれば大学を出して
やれる職場環境と世帯収入水準 

「地域」や「社会」や「ひとさま」の役
に立っている実感 

各政策メニューが、この３要件をみたす「しごと」の自律的、持続的な増加（新し
い「しごと」の創出 and/or 既存の「しごと」の再生・生産性向上）にひもづき、
かつ政策遂行主体（自治体、省庁）によって、それぞれの定量的な目標に基き
責任をもってPDCA管理されるのか？ 

 

②「安定した雇用形態」
のしごと 

③「やりがい」のあるしごと 

●●● 
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